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現 在 ，日 本は 人口減 少傾向 にあり ，農 山 漁村では 急速に 過疎化 と高齢 化が進
展してい る。農 業・農 村の持 つ多面 的 機能は， 日本の 風土と 文化を 生み出 し 支
えてきた 社会の 下部構 造であ り，こ の 機能の維 持・発 展のた めには ，農村 に お
ける健全 な経済 成長， 労働機 会・環 境 の充実等 の方策 が不可 欠であ る。一 方 ，
我が国の 農山漁 村は， 再生可 能エネ ル ギーの宝 庫であ り，そ の資源 を活か す こ
とで新た なライ フスタ イルを 獲得で き る可能性 がある 。本研 究にお いては ， 再
生可能エ ネルギ ー活用 による 農村の 多 面的機能 の維持 ・発展 への寄 与と地 球 温
暖化防止 への貢 献の定 量化， 政策上 の 課題を明 らかに するこ とを目 的とし て い
る。  
全 球 規 模 での脱 化石燃 料，気候 変動対 策 はますま す重要 な世界 的課題 となり ，
パリ協定 は，地球 平均気 温を工 業化以 前 のレベル から 2℃ 上 昇を十 分に下 回り ，
1.5℃ 以 内 に 抑 え る た め に 温 暖 化 ガ ス の 総 排 出 量 を 抑 制 す る 必 要 が あ る と し て
いる。また ，IPCC 第 5 次 評 価 報告 書は ，地球の平 均気温 上昇 を 2℃ 以 内 に保つ
た めの カ ー ボン バ ジ ェッ ト の 総量は 2.9 兆 ト ン CO2 で あ る が， 1870 年 か ら
2011 年 ま で で既 に 65%に あ た る 1.9 兆 ト ン  CO2 を 排 出 し，人類に 残され た排
出量が 1 兆 ト ン CO2 で あ る こ とを報 告 している 。  
 国 内 に お いて も， 2012 年 の 「 電気事 業者によ る再生 可能エ ネルギ ー電気の
調達に関 する特 別措置 法（ FIT 法 ）」 に 続き， 2013 年 3 月 31 日 ， 農 林水 産省
は太陽光 発電設 備の農 地転用 許可取扱 いについ て通達 し，営 農型発 電設備（ ソ
ーラーシ ェアリ ング発 電）が 一定の条 件下で認 められ ，農業 収入に 加えて， 売
電収入を 得て農 家所得 を増加 させるこ とが可能 となっ た。ま た， 2014 年 に は
農山漁村 再生可 能エネ ルギー 法が施行 され，農 山漁村 におけ る大規 模な再生 可
能エネル ギー利 用への 道が開 けた。  
 ソ ー ラ ー シェ アリン グ発電 は，光飽 和点の特 性によ り太陽 光線か ら農産・ 畜
産物を守 ると同 時に， 電力を 得る発電 方法であ る。本 研究で は，つ くば市で ソ
ーラーシ ェアリ ング発 電を行 なう T発 電 所の現地 調査を ベース にソー ラーシェ
アリング 発電の 経営分 析を行 なった。 調査の結 果， 10aの 農 地 にお いて，
50kWの 発 電設備 を設置 するこ とができ ，運転維 持費や 金利・ 租税公 課を差し
引いても ，極め て高い 収益性 を示すこ とから， 農家の 経営に 対して 大きなメ リ
ットをも たらし ていた 。ソー ラーシェ アリング 発電は ，一般 的な太 陽光発電 に
比べ用地 取得， 土地の 造成， 税金面等 で経済的 な強み を持ち ，均等 化発電原 価
（ LOCE） は メ ガソ ーラー 並みの 価格競 争力を有 してお り，半 導体で ある太陽
光モジュ ールの 世界的 な価格 低下によ り資本的 支出（ CAPEX） も 漸 次下 落傾
向にあり ，買取 価格が 低減し た場合で も，今後 も収入 を見込 むこと ができる 。  
 2017 年 3 月 末 時 点 で，産 業用太 陽光 発電の認 定件 数 46 万 5 千 件 の うち，
農地転用 による 太陽光 発電 は 3 万 8 千 件 （ 8.2%） で あ る が，ソ ーラー シェア
リング発 電の設 備認定 状況は 産業用太 陽光発電 全体 の 0.3%弱 と 極 め て低い 。
この理由 として ，制度 の未周 知以外に も，①売 電契約 を締結 するに は 20 年 間
の 売電と 同時に 営農を 確約す ることに なり，高 齢農家 にとっ ては将 来的な約 束
が負担で 困難で あるこ と，② 農地の一 次転用の 見直し が 3 年 毎 にある ため
（ 2018 年 よ り 10 年 毎 に 改定 ），事 業の 継続性を 証明し 難く金 融機関 の融資が
受けにく いこと ，③下 部の農 地におい て発電以 前の収 量の 8 割 を 確約 するた
めの科学 的知見 が乏し いこと 等が，農 家にとっ て事業 化への ボトル ネックと な
っている 。  
ソ ー ラ ー シェア リング 発電は ，食料自 給率が 38%ま で 落 ち込ん でいる 我が
国農業に おいて ，農業 経営を 安定化さ せる特徴 を有す る。各 農業経 営体が
100kW の ソ ー ラーシ ェアリ ング発 電を おこなっ たと仮 定する と，発 電容量は
1 億 2 ,580 万 kW と な り， 我が国 の総 CO2 排 出 量 で ある 12 億 ト ン  CO2  
(2 016 )の 10. 2%， 発 電 部 門 CO2 排 出 量 の 30%の 削 減 が可 能であ る。さ らに，
水力，バ イオマ ス，風 力等の 再生可能 エネルギ ー発電 を併せ た場合 ， 4 億
8,400 ト ン  CO2 を 削 減 し ，発電 部門 の CO2 排 出 量 をカ バーす る。加 えて， ⾷
料 ⽣ 産 と エ ネ ル ギ ー ⽣ 産 を 単 ⼀ の ⼟ 地 で ⾏ な う た め ， ⼟ 地 の ⽣ 産 性 の 指 標 で あ
る ⼟ 地 等 価 ⽐ 率 （ L a n d  E q u i va l e n t  R a t i o s  :  L E R ） を ⾶ 躍 的 に 向 上 さ せ る 。 事
実 ， 炭 素 ⽣ 産 性 を ⾼ め る た め に ， E U 各 国 に お い て は L E R 向 上 の ⼿ 段 と し て の
⾷ 料 ⽣ 産 + エ ネ ル ギ ー ⽣ 産 の 実 証 研 究 が 進 め ら れ て い る 。  
農 山 漁 村 に お い て 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 発 電 事 業 を 梃 子 に 新 た な 村 落 共 同 体
のライフ スタイ ルを模 索する ことは ， 農村の多 面的機 能を維 持・発 展させ だ け
でなく，パリ協 定の遵 守，地 球環境 の保 全，SDGs の 実 現 ，IEA の 提 唱 する SDS
シ ナ リ オ の実現 に繋が る重要 な政策 と なりうる 。この 意義を 我が国 のエネ ル ギ
ー政策と 農業政 策にお いて明 確に位 置 づけ，こ のシス テムの 技術的 ，経営 的 ，
制度的課 題を克 服する ための 体系的な 政策支援 が必要 である 。  
